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平成１７年度東京都臨海地域開発事業会計決算審査意見書 

 

第１ 審 査 の 概 要 

 １ 審査の対象   港 湾 局  

 ２  審査の手続 

 この決算審査に当たっては、知事から提出された決算書類が、臨海地域開発事業の経営成績及

び財政状態を適正に表示しているかを検証するため、決算諸表、総勘定元帳その他の帳簿及び証

拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算についての説明を聴取するなどの方法により

審査を実施した。 

 また、本事業の経営状況を把握するため計数の分析を行うとともに、経済性の発揮及び公共性

の確保の観点から事業運営が適切に行われているかを検証した。 

  ３ 審査の期間   平成１８年６月５日から同年８月９日まで 

  

第２ 審 査 の 結 果 

  １ 決算諸表について 

 審査に付された決算諸表は、臨海地域開発事業の経営成績及び財政状態を適正に表示している

ものと認められる。 

２ 事業運営について 

  臨海地域開発事業は、東京港港湾区域及びこれに隣接する地域において、埋立地の造成、整備

及び開発を行っている。 

平成１７年度は、埋立地の造成、都市基盤施設の整備等を行うとともに、土地区画整理事業等

に関する工事等に対して開発者として負担を行っている。 

当年度における埋立地の処分状況は、売却等１２件（面積８２，３５１．６５ｍ２）で、契約額

は、４２７億余円である。      

   収支状況は、総収益６２３億余円に対し、総費用９０３億余円で、差引き２８０億余円の純損

失となっている。 

   財政状況は、資産１兆１，５２９億余円、負債４６９億余円及び資本１兆１，０６０億余円と

なっている。 

資金状況は、２６４億余円の当年度資金不足額が生じ、累積資金剰余額は、１，１６３億余円

となっている。 

経営状況は、今年度損失を計上しており、また、依然として企業債残高が４，８７６億余円あ

るため、引き続き、土地処分へ向けた努力が必要である。 

 

 

 



 - 2 -

第３  経営状況の概要 

 １ 業務実績について 

平成１７年度における埋立地の処分については、「東京港における埋立地の開発に関する要綱」

及び「埋立地開発事業実施計画」に基づき、表１のとおり、商業・業務施設等用地その他８万２，

３５１．６５ｍ２の処分を行っている。長期貸付は０件であり、前年度と比較して、１件（面積４

９．８３ｍ２）、４７８万余円減少している。 

一方、売却等は１２件（面積８万２，３５１．６５ｍ２）、契約金額４２７億余円であり、前年

度と比較して、１件増加であるが、１００億余円（面積３万８，１９５．１８ｍ２）の減少となっ

ている。 

なお、平成１７年度の埋立事業は、埋立地の造成、都市基盤施設の整備等、表２の事業を行っ

ている。 

 

（表１）土地処分実績                             （単位：千円） 

平成１７年度 平成１６年度 増（△）減 
処分項目 

件数 面積(㎡) 処分収益 件数 面積(㎡) 処分収益 件数 面積(㎡) 処分収益 

埋 立 地 

処分収益 
4 1,629.21 142,669 8 78,740.31 21,405,772 △4 △77,111.10 △21,263,103

長 期 

貸 付 
0 0    0 1 49.83 4,780 △1 △49.83 △4,780

 

売却等 4 1,629.21 142,669 7 78,690.48 21,400,992 △3 △77,061.27 △21,258,323

臨海副都心用

地処分収益 
8 80,722.44 42,567,370 4 41,856.35 31,311,672 4 38,866.09 11,255,698

長 期 

貸 付 
0 0 0 0 0 0 0 0 0

 

売却等 8 80,722.44 42,567,370 4 41,856.35 31,311,672 4 38,866.09 11,255,698

長期貸付計 0 0    0 1 49.83 4,780 △1 △49.83 △4,780

売却等計 12 82,351.65 42,710,040 11 120,546.83 52,712,664    1 △38,195.18 △10,002,624

合  計 12 82,351.65 42,710,040 12 120,596.66 52,717,444    0 △38,245.01 △10,007,404

(注) 実績は、当年度新規契約分である。 
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（表２）埋立事業実績                         （単位：千円） 

事  業  名 内       容 金  額 

埋立地造成事業 豊洲・晴海地区防潮護岸整備等 11,938,519 

環境整備事業  京浜島緑道公園、若洲海浜公園等 46,174 

道路橋梁整備事業 道路照明設備工事 14,315 

埋立改良事業  道路、橋りょう、公園の改修等 1,400,008 

臨海副都心建設事業 有明北地区埋立造成、開発者負担金等 83,825,137 

臨海副都心改良事業  設備改良等 12,735 

羽田沖整備事業  羽田沖浅場造成工事等 187,181 

合   計  97,424,072 

 

 

２ 経営成績について 

平成１７年度における経営成績は、表３（詳細は、別表１比較損益計算書）のとおり、総収益

６２３億余円、総費用９０３億余円であり、差引き２８０億余円の純損失となっている。 

 

 (表３)経 営 成 績 比 較 表 

                          (単位：千円、％) 
 

平成１７年度 平成１６年度       増    (△)    減  

区         分 
金   額 (Ａ) 金   額 (Ｂ) 金 額 (C=A-B) 率(C/B×100)

 営 業 収 益   55,477,822   69,120,424 △ 13,642,602   △ 19.7
 
 営業外収益   6,898,871   13,123,045 △  6,224,174   △ 47.4

  総   収   益  62,376,693 82,243,469 △ 19,866,776   △ 24.2

 営 業 費 用   73,634,374   43,376,156  30,258,217      69.8

 営業外費用   13,300,589   25,083,179 △ 11,782,590   △ 47.0 

 特 別 損 失 3,454,571 0 3,454,571 － 

  総   費   用   90,389,534  68,459,336  21,930,198      32.0

  純  損  益  △ 28,012,841    13,784,133 △ 41,796,975   △ 303.2
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（１）収益について 

収益は、表４のとおり、総収益６２３億余円であり、前年度（８２２億余円）と比較して１

９８億余円（２４．２％）減少している。 

営業収益は、５５４億余円であり、前年度（６９１億余円）と比較して、１３６億余円(１９．

７％)減少している。これは主に、臨海副都心用地処分収益が１１２億余円増加したものの、埋

立地処分収益が２１２億余円減少したことによるものである。 

営業外収益は、６８億余円であり、前年度（１３１億余円）と比較して、６２億余円（４７．

４％）減少している。これは、不用品売却収益などの雑収益が７９百余万円増加したものの、

受取利息が６３億余円減少したことによるものである。 

 

(表４)収 益 比 較 表 

                           （単位：千円、％） 

増     (△)     減 
区      分 

平成１７年度 

金 額 (Ａ) 

平成１６年度 

金 額 (Ｂ) 金額 (C=A-B) 率 (C/B×100)

 営 業 収 益    55,477,822    69,120,424 △13,642,602   △   19.7

埋 立 地 処 分 収 益    356,731    21,619,834 △21,263,103   △   98.3

 臨海副都心用地処分収益    42,567,370    31,311,672 11,255,698        35.9

 埋 立 地賃貸料収益     3,800,629     3,837,759  △    37,130   △    1.0
 

 臨海副都心用地賃貸料収益     8,753,090    12,351,157  △ 3,598,066   △   29.1

 営 業 外 収 益    6,898,871    13,123,045 △ 6,224,174   △   47.4

 受 取 利 息     2,818,794     9,122,505 △ 6,303,710   △   69.1

 預 金 利 息        69,235        47,370       21,864        46.2
 
 貸 付 金 利 息     2,749,559     9,075,134 △ 6,325,574   △   69.7

 雑 収 益     4,080,076     4,000,540      79,535        2.0

 分 納 利 息        11,128        16,479 △     5,351   △   32.5

 土 地 貸 付 料     3,219,882     3,255,308  △    35,426   △   1.1

 海 上 公 園 利 用 料       149,284       115,471     33,813        29.3

 有料公園・施設利用料        28,706        27,242     1,464         5.4

 光 熱 水 費 受 入     8,814    9,607 △    792  △    8.2

 共 同 溝 収 益       484,347       462,143      22,203         4.8

 不 用 品 売 却 収 益 69,581 523 69,057 － 

 

 

 そ の 他        108,331        113,764  △     5,432  △    4.8

        

        

        

        

      

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

   

総  収  益    62,376,693   82,243,469  △19,866,776   △   24.2
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（２）費用について 
費用は、表５のとおり、総費用９０３億余円であり、前年度（６８４億余円）と比較して、

２１９億余円（３２．０％）増加している。 
営業費用は、７３６億余円であり、前年度（４３３億余円）と比較して、３０２億余円（６

９．８％）増加している。これは主に、埋立地処分原価が１０２億余円減少したものの、臨海

副都心用地処分原価が４０４億余円増加したことによるものである。 

営業外費用は、１３３億余円であり、前年度（２５０億余円）と比較して、１１７億余円（４

７．０％）減少している。これは、支払利息及企業債取扱諸費が１１６億余円、雑支出が１億

余円、それぞれ減少したことによるものである。 

特別損失は、３４億余円であり、これは、東京ファッションタウン株式会社及び株式会社タ

イム二十四の民事再生手続に伴い、その地代について債務免除を行ったことによるものである。 

 なお、給与費及び職員数等は、表６のとおりとなっている。 

 

    （表５）費 用 比 較  表 

                         （単位：千円、％）         

増   (△)   減 
区      分 

平成１７年度

金  額  (Ａ)

平成１６年度

金  額  (Ｂ) 金額 (C=A-B) 率(C/B×100)

 営 業 費 用   73,634,374   43,376,156  30,258,217   69.8

 埋 立 地 処 分 原 価   27,325   10,273,455 △10,246,130 △  99.7

 臨海副都心用地処分原価   71,245,148   30,772,997  40,472,150     131.5

 一 般 管 理 費    2,287,403    2,257,700   29,703   1.3

 減 価 償 却 費       74,280       71,871      2,409    3.4

 

 資 産 減 耗 費        216        131    85   64.9

 営 業 外 費 用   13,300,589   25,083,179 △11,782,590 △  47.0

支払利息及企業債取扱諸費   12,498,746   24,162,092 △11,663,345 △  48.3

 企 業 債 利 息   10,082,722   14,809,461 △ 4,726,739 △  31.9
 
 延 払 利 息    2,359,530    8,685,031  △ 6,325,500 △  72.8

 企業債手数料及取扱費      56,493      667,599 △   611,105   △  91.5

 雑 支 出      801,842      921,087  △   119,244  △  12.9

 不 用 品 売 却 原 価      37,963      368       37,595 －

 消 費 税 雑 支 出      757,981      920,679  △   162,697  △  17.7

 

 

 そ の 他 雑 支 出        5,897        39      5,857 －

 特 別 損 失 3,454,571 0 3,454,571 －

  そ の 他 特 別 損 失 3,454,571 0 3,454,571 －

総  費  用   90,389,534   68,459,336 21,930,198   32.0
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     （表６）給  与  費  明  細  表                          （単位：千円） 
 

     平成１７年度      平成１６年度      増    (△)    減 
区    分 

損益勘定 資本勘定 計 損益勘定 資本勘定 計 損益勘定 資本勘定 計 

 給     料 312,665 248,393 561,059 322,746 269,608 592,355 △10,081 △21,214△ 31,296

 手     当 261,049 214,825 475,875 265,343 219,748 485,091 △ 4,293 △ 4,922△  9,216

 法定福利費 98,217  71,000 169,217 105,975  80,642 186,618 △ 7,758 △ 9,642△ 17,401

    計 671,932 534,220 1,206,152 694,066 569,999 1,264,065 △22,134 △35,779△ 57,913

 職 員 数   72 人   54 人   126 人    74 人   62 人    136 人  △ 2 人  △ 8 人  △ 10 人

 平均年齢          43 歳 6 月           42 歳 1 月             1 歳 5 月 

 職員１人当 

 たり給与費 
         8,229 千円           7,922 千円             307 千円 

      (注) 1 職員数及び平均年齢は、年度末現在におけるものである。 

     (注) 2 職員１人当たり給与費は、(給料＋手当)÷月当たり平均職員数である。 

 

以上の結果を事業の収益性を示す経営比率で見ると、表７のとおりである。 

  

 (表７)経 営 比 率 表 
 

年    度 

項    目 

平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度   算       式 

経営資本営業利益率(％)  1.2 3.2 1.7 3.6 △  2.8 
営 業 利 益 

  経 営 資 本 

営業収益営業利益率(％) 22.9 49.6 12.4 37.2 △ 32.7 
  営 業 利 益 

  営 業 収 益 

経営資本回転率(回)   0.05 0.06 0.13 0.10 0.09 
営 業 収 益 

経 営 資 本 

 

総費用対総収益比率(％) 110.2 81.9 99.5 83.2 144.9 
   総費用 

   総収益 

 

 

 (注)  経営資本＝総資本－（建設仮勘定＋投資） 
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３ 財政状態について 

 （１）資本的収支について 

 資本取引に係る資金の動きを示す資本的収支の状況は、表８のとおりである。 

当年度における資本的収入は、１，０６７億余円であり、前年度（２，９９７億余円）と比

較して、１，９２９億余円（６４．４％）減少している。これは主に、企業債収入が１，５３

３億円、長期貸付金返還金収入が４２３億余円減少したことによるものである。 

 資本的支出は、１，７６７億余円であり、前年度（３，３３０億余円）と比較して、１，５

６２億余円（４６．９％）減少している。これは、埋立事業費が７６４億余円、企業債費が７

５８億余円、投資が３９億余円減少したことによるものである。 

 

    （表８）資本的収支比較表  

                           （単位：千円、％） 

 増  (△)  減 
 

区 分 

 

平 成 １７年度

金額(Ａ) 

 

平 成 １６年度

金額(Ｂ) 
金     額 

(C＝A－B) 

増 減 率

(C/B×100)

 企 業 債    0    153,330,000 △153,330,000 △  100  

長期貸付金返還金  103,126,000    145,500,000 △ 42,374,000  △   29.1

 雑   収   入    3,640,650    904,293 2,736,356   302.6

資収 

本  

的入 
        計    106,766,650    299,734,293 △192,967,643 △   64.4

 埋 立 事 業 費   98,094,655   174,526,925 △ 76,432,270  △   43.8

 投 資 3,055,000    7,026,000 △  3,971,000  △   56.5

 企 業 債 費   75,588,378   151,464,943 △ 75,876,565  △   50.1

資支 

本  

的出 
        計   176,738,033   333,017,869 △156,279,835  △   46.9

 

  資 本 的 収 支 △ 69,971,383 △ 33,283,576 △ 36,687,807  110.2

 

 
 
（２）資産及び負債・資本について 

 当年度末の資産及び負債・資本の状況は、別表２比較貸借対照表のとおりである。 

 資産総額は、１兆１，５２９億余円であり、前年度（１兆３，３０４億余円）と比較して、

１，７７５億余円（１３．３％）減少している。これは、固定資産が１，００３億余円（５２．

３％）、埋立地造成が５１１億余円（５．２％）、流動資産が２６１億余円（１６．７％）減

少したことによるものである。 

固定資産の減少は、投資が１，００２億余円減少したことなどによるものである。これは主

に、長期貸付金の減少で、東京臨海副都心建設株式会社から７２３億円、一般会計から３００

億円、それぞれ貸付金が返還されたことによるものである。 
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流動資産の減少は、現金預金が２１１億余円、未収金が１３億余円、それぞれ減少したことな

どによるものである。 

また、埋立地造成の減少は、未成埋立地が６２億余円増加したものの、土地の売却などにより、

完成埋立地が５７３億余円減少したことなどによるものである。 

負債総額は４６９億余円であり、前年度（１，２１８億余円）と比較して、７４９億余円（６

１．５％）減少している。これは、固定負債が７４８億余円（６８．０％）、流動負債が１億

余円（０．９％）、それぞれ減少したことによるものである。 

固定負債の減少は、年賦未払金が７４４億余円減少したことなどによるものである。 

流動負債の減少は、その他流動負債が３億余円増加したものの、未払金が２億余円、前受金

が２億余円それぞれ減少したことによるものである。 

 また、資本総額は１兆１，０６０億余円であり、前年度（１兆２，０８６億余円）と比較し

て１，０２５億余円（８．５％）減少している。これは、資本金が７４８億円（６．４％）、

剰余金が２７７億余円（７０．０％）減少したことによるものである。 

資本金の減少は、企業債を償還したことにより借入資本金が７４８億円減少したことによるも

のである。 

剰余金の減少は、資本剰余金が２億余円増加したものの、利益剰余金が２８０億余円減少し

たことによるものである。 

次に、当年度における有利子負債及び支払利息等の状況は、表９のとおりであり、有利子負

債については、企業債を７４８億円償還、年賦未払金を７４４億余円支出したことから、当年

度末現在４，９６９億余円の残高となっている。なお、今後の企業債償還予定は、表１０のと

おりである。 

    以上の財政状態を財務比率の推移で見ると、表１１のとおりである。 
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 （表９）有利子負債及び支払利息等の状況                  （単位：千円） 

平  成 １７ 年  度 
区    分 

平成１７年度 
末残高（Ａ） 

増 加 減 少 

平成１６年度 
末残高（Ｂ） 

増（△）減 
（Ａ)－(Ｂ） 

企 業 債  487,645,120 0 74,800,000  562,445,120 △  74,800,000

 

年 賦 未 払 金 9,303,229          0 74,488,535  83,791,764 △  74,488,535

有 
利 
子 

負 
債 計  496,948,349 0 149,288,535  646,236,884 △ 149,288,535

区    分 平成１７年度支払額 (Ｃ) 平成１６年度支払額(Ｄ) 増(△)減(Ｃ)－(Ｄ)

企業債利息及 
企業債取扱諸費 

      10,927,389            16,440,219 △ 5,512,830

延払利息        2,359,531             8,685,031 △ 6,325,500

 

支 

払 
利 
息 
等 計       13,286,920            25,125,250   △11,838,330

 

（表１０）今後の企業債償還予定                   （単位：千円） 

年    度 償 還 額 年    度 償 還 額 

平成１８年度 14,720,000 平成２３年度 10,200,000 

平成１９年度 19,025,120 平成２４年度 2,500,000 

平成２０年度 40,600,000 平成２５年度 3,800,000 

平成２１年度 106,200,000 平成２６年度 153,400,000 

平成２２年度 137,200,000   

合     計 487,645,120 

 
（表１１）財 務 比 率 表                                          (単位：％) 

項      目 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 算    式 

流 動 比 率 411.6 746.5 980.9 1,326.3 1,114.2 
流動資産 

流動負債 

自己資本構成比率 42.2 42.9  43.0   48.6 53.6 
自己資本 

総 資 本 

 

固定長期適合率 95.8 95.3  91.6   89.1 89.6 

固定資産 

長期資本 

 

   (注)1 固定長期適合率における固定資産は、固定資産＋埋立地造成による。 
  (注)2 自己資本＝自己資本金＋剰余金 
  (注)3 長期資本＝資本金＋剰余金＋固定負債 
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（３）資金収支について 

平成１７年度における資金収支の状況は、表１２のとおりである。 

資本的収入は１，０６７億余円であり、これに対して資本的支出は１，７６７億余円である。 

この資本的収支に、翌年度への繰越工事資金２０億余円及び前年度繰越工事資金１６億余円

を加えた資本的収支資金不足額は、７０４億余円となっている。 

この資本的収支資金不足額に、損益勘定留保資金等の収益的収支資金剰余額４３９億余円を

加えた結果、当年度資金不足額は２６４億余円となっている。 

この結果、累積資金剰余額は、表１３のとおり、１，１６３億余円となっている。 

    

（表１２）資 金 収 支 表  

                                (単位：千円) 

          支 出         収 入 

      項 目    金     額      項 目    金    額 

 資 本 的 支 出 （A）     176,738,033 資 本 的 収 入（B）     106,766,650

 

 翌年度への繰越工事資金（C)      2,061,844 前年度繰越工事資金（D）     1,619,424

 

        計（E＝A＋C）    178,799,877 計（F＝B＋D）     108,386,074

  資本的収支資金不足額 

     （G＝F－E）   70,413,803

  当年度純損失 

 損益勘定留保資金 

   減価償却費・資産減耗費 

   埋立地処分原価 

   臨海副都心用地処分原価 

  不用品売却原価 

   消費税雑支出 

 貯蔵品からの振替 

 消費税資本的収支調整額 

(△)28,012,841

   72,055,716

       74,497

    27,325

   71,245,148

4,083

       704,661

△       180

△    73,209

        計（H）    43,969,485

 収益的収支資金剰余額(I＝H)   43,969,485  

      当年度資金不足額(J=G-I)  26,444,317

 

      合      計   （E）    178,799,877 合     計 （F＋H＋J）    178,799,877

 

 

 （表１３）累積資金推移表 

                (単位：千円) 

        年 度 

 

項  目 

平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

 当年度資金剰余額 △25,624,129 8,127,158 53,035,331 21,303,135 △26,444,317

 

 累積資金剰余額 60,313,860 68,441,019 121,476,350 142,779,486 116,335,168
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４ 建設改良事業について 

埋立事業は、東京港第６次改訂港湾計画及び臨海副都心まちづくり推進計画に基づき、埋立

地の造成、整備及び開発を実施している。本事業計画区域の埋立地については、有明北地区及

び豊洲・晴海地区を除いてほぼ完了している。 
平成１７年度の埋立事業は、表１４のとおり、予算額１，１４４億余円に対し、執行額９８

０億余円であり、執行率８５．７％となっている。主な事業の執行状況は次のとおりである。 

埋立地造成事業は、豊洲・晴海地区の防潮護岸整備等を実施している。 

臨海副都心建設事業は、有明北地区の埋立造成等を実施するとともに、土地区画整理事業等

に関する工事等に対して開発者として負担を行っている。また、東京臨海副都心建設株式会社

から臨海副都心地域の都市基盤施設の引取りを行っている。 

なお、翌年度繰越額の主なものは、埋立地造成事業において豊洲・晴海地区の防潮護岸整備

等の関連工事遅延などによる繰越額１７億余円である。不用額の主なものは、埋立地造成事業

において生じた工事遅延分等７２億余円、臨海副都心建設事業において生じた土地区画整理事

業の工事遅延分等５９億余円である。 

 

     (表１４) 建設改良事業執行状況  

               （単位：千円、％） 

区  分 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額 執行率 

埋立地造成事業  20,996,500   11,938,519    1,789,093 7,268,887  56.9

臨海副都心建設事業 90,038,639  83,825,137    272,751  5,940,750  93.1

環境整備事業その他   3,427,451    2,330,998      0   1,096,452  68.0

 

合  計 114,462,590  98,094,655    2,061,844  14,306,090  85.7

 

 

 

 
 



（別表1）　比　較　損　益　計　算　書

平成１７年度 平成１６年度

科　　　　　　　　目 金　　額 金　　額 金　　額 増減率

(Ａ) (Ｂ) （Ｃ＝Ａ－Ｂ） (C/B×100)

１　営　　業　　収　　益 55,477,822,014 69,120,424,222 △ 13,642,602,208 △ 19.7

356,731,243 21,619,834,670 △ 21,263,103,427 △ 98.3

42,567,370,755 31,311,672,191 11,255,698,564 35.9

3,800,629,022 3,837,759,475 △ 37,130,453 △ 1.0

8,753,090,994 12,351,157,886 △ 3,598,066,892 △ 29.1

２　営　　業　　費　　用 73,634,374,443 43,376,156,518 30,258,217,925 69.8

27,325,338 10,273,455,514 △ 10,246,130,176 △ 99.7

71,245,148,521 30,772,997,802 40,472,150,719 131.5

2,287,403,360 2,257,700,319 29,703,041 1.3

74,280,934 71,871,683 2,409,251 3.4

216,290 131,200 85,090 64.9

△ 18,156,552,429 25,744,267,704 △ 43,900,820,133 △ 170.5

6,898,871,513 13,123,045,767 △ 6,224,174,254 △ 47.4

2,818,794,971 9,122,505,120 △ 6,303,710,149 △ 69.1

4,080,076,542 4,000,540,647 79,535,895 2.0

13,300,589,180 25,083,179,760 △ 11,782,590,580 △ 47.0

12,498,746,273 24,162,092,223 △ 11,663,345,950 △ 48.3

801,842,907 921,087,537 △ 119,244,630 △ 12.9

△ 6,401,717,667 △ 11,960,133,993 5,558,416,326 △ 46.5

△ 24,558,270,096 13,784,133,711 △ 38,342,403,807 △ 278.2

3,454,571,323 0 3,454,571,323       －

3,454,571,323 0 3,454,571,323       －

△ 28,012,841,419 13,784,133,711 △ 41,796,975,130 △ 303.2

3,742,180,129 46,418 3,742,133,711       －

△ 24,270,661,290 13,784,180,129 △ 38,054,841,419 △ 276.1

５　営　業　外　費　用

支 払 利 息 及 企 業 債 取 扱 諸 費

埋 立 地 処 分 原 価

臨 海 副 都 心 用 地 処 分 原 価

一 般 管 理 費

減 価 償 却 費

雑 収 益

４　営　業　外　収　益

増（△）減

　  　　（単位：円、％）

埋 立 地 処 分 収 益

臨 海 副 都 心 用 地 処 分 収 益

埋 立 地 賃 貸 料 収 益

臨 海 副 都 心 用 地 賃 貸 料 収 益

７　経　常　損　益(3+6)

９　当　年　度　純　損　益

６　営　業　外　損　益(4-5)

雑 支 出

資 産 減 耗 費

３　営　業　損　益　(1-2)

受 取 利 息

８　特　別　損　失

そ の 他 特 別 損 失

10　前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

11  当年度未処分利益剰余金(9+10)
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（別表２）　比　較　貸　借　対　照　表

　  　　

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額  増減率

(Ａ) (Ｂ) （Ｃ＝Ａ－Ｂ） (C/B×100）

固     定      資     産 91,492,626,714 7.9 191,831,545,200 14.4 △ 100,338,918,486 △ 52.3

有   形   固   定   資   産 575,447,296 0.0 625,275,747 0.0 △ 49,828,451 △ 8.0

建 物 640,216,162 0.1 640,216,162 0.0 0          0

建 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 213,205,538 △ 0.0 △ 199,382,183 △ 0.0 △ 13,823,355 6.9

構 築 物 157,970,696 0.0 154,169,996 0.0 3,800,700 2.5

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 123,723,696 △ 0.0 △ 121,517,900 △ 0.0 △ 2,205,796 1.8

機 械 及 装 置 149,912,980 0.0 147,622,980 0.0 2,290,000 1.6

機 械 及装置減価償却累 計額 △ 132,223,107 △ 0.0 △ 129,353,450 △ 0.0 △ 2,869,657 2.2

車 両 運 搬 具 14,609,000 0.0 18,558,000 0.0 △ 3,949,000 △ 21.3

車 両 運搬具減価償却累 計額 △ 13,689,950 △ 0.0 △ 17,293,900 △ 0.0 3,603,950 △ 20.8

船 舶 757,875,863 0.1 757,875,863 0.1 0          0

船 舶 減 価 償 却 累 計 額 △ 719,641,542 △ 0.1 △ 719,641,542 △ 0.1 0          0

工 具 器 具 及 備 品 252,514,102 0.0 252,890,899 0.0 △ 376,797 △ 0.1

工具器具及備品減価償却累計額 △ 195,167,674 △ 0.0 △ 158,869,178 △ 0.0 △ 36,298,496 22.8

無　形　固  定  資  産 25,397,986 0.0 29,426,059 0.0 △ 4,028,073 △ 13.7

電 話 加 入 権 1,434,288 0.0 1,434,288 0.0 0          0

そ の 他 無 形 固 定 資 産 23,963,698 0.0 27,991,771 0.0 △ 4,028,073 △ 14.4

投                  資 90,891,781,432 7.9 191,176,843,394 14.4 △ 100,285,061,962 △ 52.5

投 資 有 価 証 券 64,079,200,000 5.6 61,024,200,000 4.6 3,055,000,000 5.0

年 賦 未 収 金 428,123,924 0.0 642,185,886 0.0 △ 214,061,962 △ 33.3

長 期 貸 付 金 20,335,120,000 1.8 123,461,120,000 9.3 △ 103,126,000,000 △ 83.5

そ の 他 投 資 6,000,000,000 0.5 6,000,000,000 0.5 0          0

差 入 保 証 金 49,337,508 0.0 49,337,508 0.0 0          0

埋   立   地   造   成 931,368,220,192 80.8 982,488,244,345 73.8 △ 51,120,024,153 △ 5.2

完   成   埋   立   地 510,652,810,234 44.3 568,024,790,860 42.7 △ 57,371,980,626 △ 10.1

420,686,697,890 36.5 414,420,385,383 31.1 6,266,312,507 1.5

港 湾 計 画 埋 立 地 区 事 業 費 106,347,753,750 9.2 94,502,360,658 7.1 11,845,393,092 12.5

臨 海 副 都 心 地 区 事 業 費 326,260,130,532 28.3 330,187,627,236 24.8 △ 3,927,496,704 △ 1.2

羽 田 沖 埋 立 地 区 事 業 費 10,497,690,848 0.9 10,497,639,803 0.8 51,045 0.0

埋 立 関 連 費 2,450,757,442 0.2 534,759,566 0.0 1,915,997,876 358.3

雑 収 入 △ 24,869,634,682 △ 2.2 △ 21,302,001,880 △ 1.6 △ 3,567,632,802 16.7

年 賦 期 限 未 了 埋 立 地 28,712,068 0.0 43,068,102 0.0 △ 14,356,034 △ 33.3

港 湾 計 画 埋 立 地 区 28,712,068 0.0 43,068,102 0.0 △ 14,356,034 △ 33.3

流     動      資      産 130,071,162,048 11.3 156,174,012,507 11.7 △ 26,102,850,459 △ 16.7

現     金     預     金 125,656,293,817 10.9 146,787,878,665 11.0 △ 21,131,584,848 △ 14.4

預 金 125,656,293,817 10.9 146,787,878,665 11.0 △ 21,131,584,848 △ 14.4

未　　　　収　　　　金 3,718,891,961 0.3 5,115,917,680 0.4 △ 1,397,025,719 △ 27.3

営 業 未 収 金 137,471,329 0.0 3,799,732,856 0.3 △ 3,662,261,527 △ 96.4

営 業 外 未 収 金 45,914,386 0.0 226,529,376 0.0 △ 180,614,990 △ 79.7

そ の 他 未 収 金 3,535,506,246 0.3 1,089,655,448 0.1 2,445,850,798 224.5

貯　　　　蔵　　　　品 1,806,270 0.0 37,586,162 0.0 △ 35,779,892 △ 95.2

前　　　　払　  　　金 692,490,000 0.1 4,230,950,000 0.3 △ 3,538,460,000 △ 83.6

そ の 他  流  動  資  産 1,680,000 0.0 1,680,000 0.0 0          0

1,152,932,008,954   100 1,330,493,802,052   100 △ 177,561,793,098 △ 13.3資      産      合       計

未   成   埋   立   地

　　　　　（単位：円、％）

    平 成 １７ 年 度     平 成 １６ 年 度 　　増（△）減

科　　　　　　　　　　目
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　　　　　　（単位：円、％）

　  　　

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額  増減率

(Ａ) (Ｂ) （Ｃ＝Ａ－Ｂ） (C/B×100)

固     定     負     債 35,236,031,651 3.1 110,117,976,150 8.3 △ 74,881,944,499 △ 68.0

9,303,229,694 0.8 83,791,764,649 6.3 △ 74,488,534,955 △ 88.9

25,932,801,957 2.2 26,326,211,501 2.0 △ 393,409,544 △ 1.5

年 賦 未 収 引 当 金 0     0 642,185,886 0.0 △ 642,185,886    △ 100

原 価 見 返 額 24,032,756,630 2.1 24,212,104,212 1.8 △ 179,347,582 △ 0.7

預 か り 保 証 金 1,451,921,403 0.1 1,451,921,403 0.1 0         0

そ の 他 固 定 負 債 448,123,924 0.0 20,000,000 0.0 428,123,924 　　　　－

流   　動　 　負　  　債 11,674,149,343 1.0 11,775,101,928 0.9 △ 100,952,585 △ 0.9

 未       払        金 10,969,711,818 1.0 11,238,845,637 0.8 △ 269,133,819 △ 2.4

営 業 未 払 金 275,726,748 0.0 209,882,802 0.0 65,843,946 31.4

営 業 外 未 払 金 0     0 9,975,000 0.0 △ 9,975,000    △ 100

埋 立 造 成 未 払 金 10,506,959,887 0.9 10,965,198,017 0.8 △ 458,238,130 △ 4.2

未 払 消 費 税 79,843,500 0.0 5,846,100 0.0 73,997,400 　　　　－

そ の 他 未 払 金 107,181,683 0.0 47,943,718 0.0 59,237,965 123.6

前　 　　 受         金 160,913,125 0.0 371,723,645 0.0 △ 210,810,520 △ 56.7

営 業 外 前 受 金 160,913,125 0.0 371,723,645 0.0 △ 210,810,520 △ 56.7

そ　の　他　流　動　負　債 543,524,400 0.0 164,532,646 0.0 378,991,754 230.3

預 り 金 543,524,400 0.0 164,532,646 0.0 378,991,754 230.3

46,910,180,994 4.1 121,893,078,078 9.2 △ 74,982,897,084 △ 61.5

資　　　　本　　　　金 1,094,104,223,795 94.9 1,168,904,223,795 87.9 △ 74,800,000,000 △ 6.4

自 　己　 資 　本 　金 606,459,103,795 52.6 606,459,103,795 45.6 0         0

借   入   資   本   金 487,645,120,000 42.3 562,445,120,000 42.3 △ 74,800,000,000 △ 13.3

企 業 債 487,645,120,000 42.3 562,445,120,000 42.3 △ 74,800,000,000 △ 13.3

剰　　　　余　　 　　金 11,917,604,165 1.0 39,696,500,179 3.0 △ 27,778,896,014 △ 70.0

資　 本 　剰 　余　 金 9,317,265,455 0.8 9,083,320,050 0.7 233,945,405 2.6

受 贈 財 産 評 価 額 6,941,785,471 0.6 6,707,840,066 0.5 233,945,405 3.5

開 発 者 負 担 金 2,000,500,000 0.2 2,000,500,000 0.2 0         0

そ の 他 資 本 剰 余 金 374,979,984 0.0 374,979,984 0.0 0         0

利　 益 　剰　 余 　金 2,600,338,710 0.2 30,613,180,129 2.3 △ 28,012,841,419 △ 91.5

減 債 積 立 金 26,871,000,000 2.3 16,829,000,000 1.3 10,042,000,000 59.7

当年度未処分利益剰余金 △ 24,270,661,290 △ 2.1 13,784,180,129 1.0 △ 38,054,841,419 △ 276.1

1,106,021,827,960 95.9 1,208,600,723,974 90.8 △ 102,578,896,014 △ 8.5

1,152,932,008,954   100 1,330,493,802,052   100 △ 177,561,793,098 △ 13.3

　負　　債　　合　　計

　資　　本　　合 　　計

　負　債　・　資　本　合　計

　　増（△）減

年　賦　未　払　金

そ の 他  固  定  負　債

    平 成 １７ 年 度     平 成 １６ 年 度 

科　　　　　　　　　目
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